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平成 24年(ラ)第 2632号 給電停止措置禁止仮処分命令 申立去口下決定に対する抗告

事件 (原審・横浜地方裁判所小田原支部平成 24年 (ヨ )第 54号 )

決        定

神奈川県小 田原市本町二丁 目 1番 34号

抗   告   人

東京都千代 田区内幸町一丁 目 1番 3号

相   手   方 力 株

同代表者代表執行役

主

本件抗告を棄去口する。

抗告費用は抗告人の負担とする。

1 事案の概要

(1)本件は,相手方 との間で原決定別紙 「電気需給契約 目録」記載のとお りの電

気供給契約 を締結 している抗告人が,平成 24年 7月 分及び 8月 分の電気料金

債務 (合計 1万 8391円 )は,平成 23年 3月 に発生 した相手方の福島第一

原子力発電所 (以下 「福島第一原発」 とい う。)の事故に基づ く相手方に対す

る損害賠償請求権 (少 なくとも慰謝料 20万 円)と 対当額において相殺 したが ,

相手方において,上記電気料金債務の不払を理由として抗告人に対する給電を

停止する旨予告 していると主張 して,相手方に対 し,電気供給停止措置の禁止

の仮処分を求めた事案である。原審は,同 申立てに理由がない として去口下 した

ため,抗告人が抗告 した。

(2)争いのない事実等,争点及び当事者の主張は,原決定理由欄の 「第 2事 案

の概要等」に記載のとお りである。

(3)抗告の趣 旨及び理由は,別紙 F抗告状」に記載のとお りである。

2 当裁判所の判断
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(1)当裁判所も,本件仮処分命令申立ては理由がないから,去口下すべきであると

判断する。その理由は,次のとお り補足説明するほかは,原決定理由欄の

「第 3当裁判所の判断」に記載のとおりであるから,これを引用する。

(2)補足説明

ア 抗告人は,「抗告人は, 日本の歴史上かつてなかった福島第一原発の事故

により理不尽な不安や恐怖を受けており,その精神的苦痛を認めなければ,

憲法 13条の幸福追求権が侵害される」旨主張する。

しかしながら,上記の抗告人が主張する精神的苦痛は,主観的・抽象的な

不安や恐怖であって,原決定が説示するとおり損害賠償請求権の発生根拠と

なるものとはいえないし,こ のように解したとしても憲法 13条に違反する

とはいえない。

イ 抗告人は,「放射能汚染や原子力損害に基づく慰謝料請求の場合,晩発性

被ばく障害の特質から低線量の被ばくであっても「しきい値」 (境 目となる

値)がなく,人体に危険性があるとされていることから,自 ら望まないで被

ばくや放射能にさらされることへの不安・恐怖に関しては,「被ばく等によ

って社会的に受忍し得る限度」や 「社会的に受忍し得ない程度」などという

基準を設けることは妥当性を欠く」旨主張する。

しかしながら,抗告人が主張する知見が,科学者・専門家の間で二般的な

知見になつていることを認めるに足りる疎明はない。かえつて,疎乙6号証

及び審尋の全趣旨によれば,① 放射線には,人工放射性物質のほかに地球

が誕生した時から大気や空気中に含まれているものや,大気上層の宇宙線の

作用によつて絶えず生成される自然放射性物質が存在し,人体に及ぼす影響

は, 自然放射性物質か,人工放射性物質かによる差異はないこと,② 放射

線被ばくによる健康への確率的影響についてのしきい値を示すことは困難で

あるが,国際放射線防護委員会の勧告によると,外部からの被ばくと食品摂

取等による内部からの被ばくとを合わせて積算 100ミ リシーベル ト以下の
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場合は,急性放射線障害は現れず,がんの発生 リスクが見込まれるものの
,

統計的不確かさが大きく,がんの発症率等の明らかな数値 として示す ことが

できない とされていること,以上の事実が一応認められる。そ うすると,福

島第一原発の事故の有無を問わず一定量の自然放射性物質が存在することが

明 らかであ り,ま た,積算 100ミ リシーベル ト以下の場合には,がんの発

生 リスクについて有意の差を示す ことやがんが発症 した場合の因果を明らか

にすることは科学的に困難である。そ うすると,抗告人の主張を採用するこ

とはできない。

(3)したがつて,原決定は正当であ り,本件抗告には理 由がないので,主文の

とお り決定する。

平成 25年 1月 10日

東京高等裁判所第 23民事部

裁判長裁判官    鈴   木   健   太

裁判官    小  宮  山  茂   樹

裁判官    中   村   さ と み
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制 締

抗   告   状

平成 24年 12月 5日

東 京高等裁判所民事支部 (保 全係 )御 中

抗 告 人 (債 権者 )野 ^田  順  一  、 IP,■

当事者 の表示   別紙 当事者 目録記載 の とお り

給 電停止措置禁止仮処 分命令 申請 却 下決 定 に対す る抗 告事件

抗告 人 (債 権者 )と 被 抗 告 人 (債 務者 )と の間の横 浜地方裁判所 小 田原支

部 平成 24年 (ヨ )第 54号 給 電停止措 置禁止仮処分命令 申請事件 について、

同年 11月 21日 同裁 判 所 にお い て下記 決 定が あ り、抗告 人 は同 日そ の決定

正本 の送達 を受 けたが 、不服 で あ るので抗告す る。

原 審 の決 定 主文

1 本件 申立 を去「下す る。

2 申立費用 は債権者 の負 担 とす る。

抗 告 の趣 旨

1 原 決 定 を取 り消す 。

2 被 抗 告人 (債 務者 )は 、別 紙 「電気 需給契約 目録 」記載 の抗 告人 (債 権

者 )へ の電気 の供給 を停止 して はな らない。

3 申請 費用お よび抗 告 費 用 は、被 抗告 人の負担 とす る。

との裁判 を求 め る。

抗告 の理 由

1 抗告人 (債権者)が原審の前記仮処分命令申請事件において主張 した被保全権

利お よび保全の必、要性 についての主張を援用する。

2 抗告人が平成 24年 10月 26日 付 け準備書面の第 2項で 「これ ら自働債権

の前提事実や 中身は、本件仮処分 申請事件において被保全権利のいきさつ とし

て主張 され ることは あつて も、それ ら前提事実は本件審理の対象 ではないと言
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うべきである。」 と主張 した (同 準備書面 1頁の下か ら3行 日～末尾まで)こ と

、が仮に認 められない として も、抗告人は、同年 10月 3日 提出の仮処分 申請書の

「第 1被保全権利」第 2項において疎 甲第 2号証の 1の A(自 働債権)の 1、 2

の部分を申請の理 由並びに疎明資料 としてこれ を引用 している。そ して a～ dで

抗告人が引用 した深亥Jな 不安 と恐怖心による精神的な被害 としては、 「この世に

人 として生を受 け、平穏 に人生を全 うしたい とい う極めて根源的な生存権の欲求

を不当に侵害す るものであつて、事故直後はもとより現在及び将来へ と及ぶ精神

的苦痛は計 り知れない。 これ ら表意者の精神的苦痛は、相手方東電の過失による

原発事故に起因 してお り、その苦痛はとても金銭に換算できるものではないが、

仮 に金銭 によつて慰謝 され るとして も金 20万円は下 らない。」 とい う表現で、

いわば抗告人に してみ ると自分の人生の価値観 を背景に した最大級の重みをもつ

言葉の表現をもつて、爆発事故や放射能被ばくの恐れか ら、抗告人が実際に不安

や恐怖心の実体験を余儀 な くされ、人 としての尊厳 と権利が侵害されるような精

神 的な被害 (恐怖、不安、将来不安・恐怖など)を受けた具体的事実をそ こで主

張 し訴 えているものである。

さらに、同年 11月 9日 付け準備書面 (2)の 5頁の第 3項では、被抗告人の主

張に対す る反論 として、被抗告人の主張が机上解析で何の裏打ちも無 く全 く信用

で きない こと、そ して 4号機建屋の崩壊・水漏れ事故などによるプール内の猛毒

の使用済み核燃料棒が溶 け出 して膨大な量の毒性の高い高 レベル放射能が 自然界

に放出 されかねない事態にあることによる抗告人の恐怖、将来不安を主張 し、且

つ これ らを疎明す るため同年同月 15日 付けの陳述書 (疎 甲第 9号証)を もつて

疎 甲第 2号証の 1の A(自 働債権)の 1と 2の被害事実、および a～ dの具体的

な被害事実について、補完 して疎明 している。

つま りは、抗告人 としては、 自働債権の基になっている慰謝料債権の発生原因

た る被害事実の主張 をお こない、且つ人の尊厳の限 りをつ くした重い言葉をもつ

て疎明 しているのである。

しかるに、原審は、 これ ら抗告人の人生を背景にした極めて重い個人の尊厳が、

原発 の爆発事故・放射能汚染による被ば くの恐怖、 4号機建屋の抱えている重大

且つ深刻な危機的状況な どによつて権利侵害 されている旨の主張 と疎明をお こな

ったが、これ らをま ともに直視せず無視 を しているか、或いはそれ ら抗告人が受

けた精神的な被害の具体的な思いや訴えを 「放射性物質の放出等による一般的・

抽象的な不安感 ,危惧感等」に過 ぎない と、観念的にす り替えて切 り捨て、 「何

ら主張・疎明されてお らず」 と認定 している。
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このような原審の抗告人の主張や疎明を無視 して排斥する判断は、事実誤認 も

甚だ しいと言 うべきで ある。

3 原審は、抗告人が相殺権 を行使 した 自働債権の元になつた原子力損害の慰謝料

請求権の債権発生原因 となる精神的苦痛についての要件 として、次の二つの判断

基準を示 している (決定書の 5頁上か ら 1行 日～ 5行 日まで)。

(1)「損害賠償 (慰謝 料)債権の発生原因事実 となる精神的苦痛 とは,放射性物質

の放出等による一般 的 0抽象的な不安感 ,危惧感等では足 りず」

(2)「放射性物質の放 出・被 ば く等によつて社会的に受忍 し得ない程度に健康被

害や生活被害を被 るな ど,個別的・具体的な精神的苦痛を被った といえるもの

であることが必要で あると解すべき」

原審が示 した上記判 断基準の うち (1)については、被抗告人提出の乙第 5号証

の 「中間指針に関す るQ&A集 抜粋 (問 47部分)」 の 3の 箇所に記載のある部分

を原審が引用 して判 断基準に した もの と思われ る。 (2)については、横浜地裁の

平成 24年 (ヨ )第 536号 事件の決定書の 4頁 (上 か ら 1行 日～ 4行 日)と 、

乙第 8号証の公害等調整委員会の裁定 (裁定書24頁及び32頁 )を 引用 したものと

思われる。

しか しなが ら、原審 が用いた これ ら判断基準は、以下の点において違法 と言 う

べきで、取 り消 され るべ きである。

(1)原審が 「損害賠償 (慰謝料)請求権の発生根拠事実 となる精神的苦痛 とは ,

放射性物質の放出等 に対す る一般的・抽象的な不安感,危惧感等では足 りず」 と

している点について

原発事故に起因 した原子力損害の被害者の一員である抗告人 (債権者)は、

本来、国のさまざまな施策 の うえで 「生命、 自由お よび幸福追求に対する権利

として最大の尊重 を必、要 とす る (憲 法 13条 )」 とされている立場にあるとこ

ろ、 日本の歴史上かつて無 かつた原発事故によつて抗告人は疎 甲第 2号証の 1

で引用 した とお り理 不尽 な不安や恐怖 を余儀な くされている旨の主張をおこな

っているが、それ ら抗告人が受 けた精神的苦痛はいずれ も憲法 13条の幸福追

求権を侵害 されてい るとい うべきである。

ところが、原審の前記 (1)の基準は、 「放射性物質の放出等に対する一般的 。

抽象的な不安感,危惧感等では足 りず」などと、最初か ら抗告人 (被害者)の

不安や恐怖感情の訴 えを抑制す る意図 としか思えぬよ うな高いハー ドルを設け

て排斥 し、或いは前記第 2項で最大級の比喩表現 を用いて主張 したように、い

鼈r



わば抗告人の人生を揺 るがす よ うな原発事故や放射能による被ばくの不安 0恐

怖な どによつて抗告人の尊厳、権利が侵害 されているとい う被害実態 を伴った

不安や恐怖感情の訴 えを、 「一般的・抽象的不安感や危惧感等」 とい うレッテ

ルを貼 り、もしくは観念にす り替えて、そこへ巧妙に封 じ込み、抗告人の精神

的苦痛の訴えを囲い こんで抹殺する排斥装置の基準になつている。

この よ うな行政の審査会の中間指針 (乙第 5号証)の考えに安易に追随 した

原審の判断基準は、いずれ も憲法 13条の精神に反 し、違憲 とい うべ きである。

(2)原審が 「放射性物質の放出 0被ば く等によつて社会的に受忍 し得ない程度に

健康被害や生活被害 を被 るな ど,個別的 0具体的な精神的苦痛を被 った といえ

るものであることが必要であると解すべき」 としている判断基準について

原審の右判断基準は、原子力損害の慰謝料請求につき、前号 (1)の 違憲 ともい

うべ き基準に加 え、 このような要件を被害者に新たに要求 しているが、

① 先ず前段の基準であるが、ある種の公害や騒音被害などに起因 した慰謝料請

求を請求す る場合においては、 「社会生活上受忍限度を超 える被害」があるか

否かがひ とつの基準 になつてい る。 しか し、被抗告人が引き起 こした放射能汚

染や原子力損害に基づ く慰謝料請求の場合は、晩発性被ばく障害の特質や低線

量の被 ば くであって もしきい値がな く人体に危険性があるとされている (疎 甲

第 11号証)こ とか ら、 自ら望まないで被ば くや放射能に晒 され ることへの不

安・恐怖 に関 しては 「被ば く等によつて社会的に受忍 し得 る限度」や 「社会的

に受忍 し得 えない程度」な どとい う基準を設けること自体、そ もそ も妥当性 を

欠 くと言 うべ きである。

その よ うな原審の判断基準は、放射線被ば く障害の病理現象に無理解か或い

はそれ を無視 を した基準 と言わ ざるを得ず、そ ら恐ろしい基準である。すなわ

ち、1被 ば く障害の うち、晩発性放射線障害は、被曝 して数年 とか数十年 してか

ら現れ る障害で、ガ ン・ 白血病や遺伝障害な どが含まれ るとされ、人の設計図

である遺伝子 に影響 を及ぼすため 1個 の細胞内での突然変異によつて起きると

考 え られてい る。 こ うした晩発性障害では、症状の重 さは被曝量には関係な く、

障害の発生確率が被曝量に関係す る。被曝線量が小 さい場合、急性障害は起 き

ないが、晩発性障害 については、た とえ微量の被曝であろ うと、それな りに将

来ガ ン 0白 血病 な どにかか る確率が大 きくなるとされていて (疎 甲第 12号

証 )、 インターネ ッ トか ら入手 した信頼 できる専門家 (京都大学子炉実験所助

教小 出裕章氏)に よると 「被爆 の リスクは低線量にいたるまで直線的に存在 し

続 け、 しきい値はない。最小限の被爆であつて も、人類に対 して危険を及ぼす
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可能性がある (疎 甲第 13号証 )」 とされている。

ところが、原審のその考え方は、あたかも追突事故により頸椎捻挫 を被 らせ

た被害者 に対 して、顕著な 自覚症状の診断書がないので被害者 の今の身体状況

は 「社会的に受忍す べきである」 と加害者の責任 を放免 している一方、被害者

の訴える頭痛や倦怠感 、めまいや手の しびれ、睡眠障害な ど様 々な症状につい

ては、病院で検査を受けて も原因が見つか らないので証明が無いとの判断基準

か ら、被害者の訴 えについては、 「社会的に受忍 し得ない程度に健康被害や生

活被害を被」ってい ない と門前払いをお こなっているよ うな ものである。 しか

し実は、数年後 に髄 液 漏 れ に伴 う 「脳脊髄液減少症 (別 名 :低髄液圧症候

群 )」 が判明 したよ うなものである。

原審のそのような判断基準は、正義に反 し、抗告人が 「放射能被ばくに少 し

も晒 され ることな く生活 したい」、 「内部被ば く、外部被ば くなどの恐れや被

ば くによる健康不安 がない状態で生活 を営みたい。人生を全 うしたい。」 とい

う願いの、いわば個 人の 「幸福追求権」を侵害す るものであって、憲法 13条

の精神に反 し、違憲 とい うべ きである。

② 次に、原審が、抗告人が原発事故 による慰謝料請求をす るには 「放射性物質

の放出・被ば く等に よつて社会的に受忍 し得ない程度に健康被害や生活被害を

被 るなど,個別的・ 具体的な精神的苦痛 を被 つた といえるものであることが必

要であると解すべき」 としていることについて

原審のこのよ うな判断基準、特にゴシ ック部分は、前記 (1)の 違憲 とも言 うベ

き要件の他に 「個別的・具体的な精神的苦痛を被ゑ庫建■■uttLのであることが

必要である」な どと、一見 もつ ともらしい表現ではあるが、更に高いハー ドルを

関連 させて主張・立証 (疎明)をお こな うことを要求 し、抗告人に負担を課 して

いる。 しかも、そこでは 「個別的・具体的な精神的苦痛を被った といえるもの」

とい う関連性の要件 も要求 していることか ら、それ ら事実関係や因果関係の要件

に沿 うための主張や立証 (疎明)作業はあま りにも複雑・難解で、 しかも狭き門

の抑制的な基準になつている。そのため被害者が慰謝料請求を求めるには、は じ

めか ら限定的で抑制的な概念に沿つた要件事実 と因果関係 に従わざるを得ない構

造 になっていて、被害者 の賠償請求をより困難な世界へ と巧妙に導引する装置に

なっているとい うべ きである。結局、原審の判断基準は、難解な高いハー ドルを

設 けることによつて原子 力損害の慰謝料請求を求めようとす る被害者を意図的に

極力抑制 し、もしくは被害者の請求を抹殺 しようとす る排斥装置になっていると

い うほか無い。
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このような原子力損害 (慰謝料)の賠償請求を極力抑制 しようとする意図の排

斥装置のごとき原審の判断基準は、原子力行政の期待には迎合するであろ うが、

被害者 (抗告人)の基本的人権である憲法 13条 の幸福追求権の思想に明 らかに

反 し違憲であ り、取 り消 され るべきである。

4 被抗告人提出の平成 24年 11月 2日 付けの 「第 1準備書面」の 2頁 の上か ら

10行 目～同頁末尾 までの主張の中で、被抗告人が乙第 8号証の公害等調整委員

会の裁定を引用 した主張並びに原審がその主張に追随 し判断基準に したことにつ

い

~C

被抗告人 (債務者 )は、下記裁定の① o ②の要 旨を引用 して抗告人 (債権者 )

の 自働債権を否認 しているが、原審の判断 も前記の とお りこれに追随 している。

そこで、裁定の中身 を検討 してみると、下記①については 「リスク要因の内容

0性質,申 請人の暴露の程度等 を考慮 し」 とか 「暴露によつて社会的に受容 し得

ない程度に健康 リス クが増加す ると認 められる場合に限 り」 といつた、一見もつ

ともらしい尺度 を設 けることにより、また下記②については 「不安に合理的根拠

がなく,単に主観的・抽象的な ものにすぎない場合は法的保護に値 しない」 とか、

「一般人が受け取る情報内容 を前提 として」、 「重大な不安を抱 くことが合理的

かつ相当と認 められ る必、要がある」な どと、ここでももつともらしい基準を意図

的に設けている。

それ ら基準の意図は、要は、原子力損害の被害者の賠償請求を限定的で高いハ

ー ドルを設けることによ り極力抑制 しようとする原子力行政の意図に沿 う装置 と

して機能 させている一方、原子力損害被害者の精神的な苦痛や訴えなどの主張を、

「不安に合理的根拠がな く,単に主観的・抽象的なものにすぎない」 とい うレッ

テルを貼 ることによつて、限定的で高いハー ドルをク リア した以外の原子力損害

の慰謝料請求を、巧妙 に囲い こんで封 じ、抹殺 しようとする排斥装置に他な らな

い とい うべきである。

このよ うな公害等調整委員会の裁定の考え方に追随 した原審の判断は、 「生命、

自由お よび幸福追求 に対す る権利 (憲法 13条 )」 の精神 とは明 らかに反 し、違

憲 とい うべきである。

記

①  「 そ こで,そ の よ うな利益が法的に保護 された ものであるか否かについて

検討す るに,健康の維持は,人格的利益の中でも根幹をなす要素の一つであ り,

それを害する要因はできる限 り排除 したいと思 うのが通常であるか ら, 自ら望
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まない健康 リスク要因に暴露 されない とい う利益は,人格的利益の一内容 とし

て法的にも保護 され る余地があると解 される。 もつとも人が社会生活を営む上

で,健康 リスクとな り得 る要因は無数にあり,その内容や程度 も様々であるか

ら,意思に基づかない リスク要因への暴露が,常 に法的利益を侵害すると解す

ることは現実的でな く相当で もない。

したがって,健康 リスク要因への暴露については,そ の リスク要因の内容・

性質,申 請人の暴露の程度等 を考慮 し,その暴露によつて社会的に受容 し得な

い程度に健康 リスクが増加す ると認 められる場合に限 り,法的に保護 された利

益を侵害す るもの と認 めるのが相当である。 (裁定書24頁 )」

②  「もつとも,その不安に合理的根拠がなく,単に主観的・抽象的なものにす

ぎない場合は法的保護 に値 しないか ら,本件放射能汚染 との関係でこうした人

格的利益の侵害を認 めるためには,本件事故や放射性物質の拡散状況に関 し一

般人が受け取 る情報 内容 を前提 として,申請人の生活状況の下で,本件放射能

汚染により生命・健康・財産に関 して重大な不安を抱 くことが合理的かつ相当

と認 め られる必、要があると解す る。 (裁定書32頁 )」

以上

罰
罰
罰

０

　

１

　

２

１

　

３

　

２

疎 甲第 1

疎 甲第 1

疎 甲第 1

疎 甲第 1

疎 甲第 1

3号証

4号証

疎明方法

陳述書

京都大学原子炉実験所 助教裕章 「低線量被曝の危険度」

京都大学原子炉実験所/今 中哲二 「チェル ノブイ リの原発

事故 晩発性被ば く障害」か らの抜すい

京都大学原子炉実験所 助教裕章 「悲惨を極める原子力発電

所事故」

2012年 5月 25日 放送 報道ステーシ ョン「4号機」は

大丈夫か

付属書類

疎 甲第 10号 証～ 4号証

豊⑫

各 1通



当 事 者 目 録

抗告人 (送達場所 )〒 250-0012

神奈川 県小 田原市本 町二丁 目 1番 34号

野 田 順 一

電  話  0465-24-1680

F tt x 0465-24-2494

被抗告人

東京都千代 田区内幸町一丁 目 1番 3号

東京電力株式会社

代表者 代表執行役 廣 瀬 直 己
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電気需給契約 目録

需要場所 :神奈川県小 田原市本町二丁 目 1番 34号 オオツヤ ビル 2F

利用者の氏名住所  :神奈川県小田原市本町二丁 目 1番 34号

野 田 順

お客 さま番号  :58201-13403-3-00

契約種別  :低圧電 力

契約電流  :7kw
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これ は 正 本 で あ る。

平 成 25年 1月 10日


